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１．はじめに

　近年，さまざまな新しいマネジメントコントロ
ール・システム（Management Control System，
以下MCSと略称）のフレームワークが提唱され
ている（Ferreira and Otley, 2009；Kaplan and 

Norton, 2008；Simons, 2005；等）。これらのフレ
ームワークには２つの重要な共通点がある。
　第１に，組織構造とMCSの関連性をより重視
するようになっている。従来のMCSのフレーム
ワークでも組織構造とMCSの関連性は重視され
ていたが（Anthony and Govindarajan, 2007；
Merchant and Otley, 2007；等），組織構造とMCS

は概念上区別されることが多かった。しかし，新
しいMCSのフレームワークでは，組織構造をフ

レームワークに包含する傾向にある。そのため，
MCSの設計・運用を組織の各階層でどのように
行うのかという論点が重要になる。
　第２に，MCSの利用方法に焦点があてられて
いる。特に，新しいMCSのフレームワークでは，
MCSをどのように組織内でインタラクティブに
利用するのかという論点が重要になる。
　以上のように新しいMCSのフレームワークで
は，組織の各階層におけるMCSの設計・運用と
MCSのインタラクティブな利用方法という２つ
の論点が重要になる。しかし，先行研究ではその
実態について，必ずしも明らかになっていない。
　本稿の目的は，この２つの論点に焦点をあて，
新しいMCSのフレームワークに関する仮説構築
のための指針を提示することである。これらのフ
レームワークを具体化する仕組みとして，バラン
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スト・スコアカード（Balanced Scorecard，以下
BSCと略称）を中心とした戦略マネジメントシ
ステムが挙げられる（清水，2004；2009）。そこで，
本稿では組織の整合性を重視したうえで，BSC

を経営活動で適切に利用している先行事例につい
て考察する。

２．分析の視点

２．１　 新しいマネジメントコントロール・シス
テムのフレームワーク

　近年提唱されている代表的な新しいMCSのフ
レームワークとして，Ferreira and Otley（2009）
の業績管理システム（performance management 

systems）のフレームワーク，Kaplan and Norton

（2008）の BSCを中心とした戦略マネジメントシ
ステム，Simons（2005）の「組織デザインの４
つのレバー」がある

１）
。これらのフレームワークに

は２つの重要な共通点がある。
　第１に，組織構造とMCSの関連性をより重視
するようになっている。Ferreira and Otley（2009）
では12の問題のうち，第３の問題は「組織構造
（organizational structure）」である。また，Kaplan 

and Norton（2008）では，戦略マネジメントシス
テムの第３のプロセスとして「組織のアラインメ
ント」を挙げている。さらに，Simons（2005）
では，組織デザインの４つのレバーのうち，第１
のレバーが「部門構造（unit structure）」になっ
ている。このように新しいMCSのフレームワー
クは組織構造を包含する傾向にある

２）
。

　第２に，MCSの利用方法，特に，MCSのイン
タラクティブな利用に焦点があてられている。
Simons（2005）だけではなく，Ferreira and Otley

（2009）もインタラクティブコントロール・シス
テムを提唱した Simons（1995）を前提としている。
また，Kaplan and Norton（2001；2008）や Kaplan

（2009）は BSCとインタラクティブコントロール・
システムに重要な関連があることを主張している。
　このうち，新しいMCSのフレームワークを具
体化する仕組みは，BSCを中心とした戦略マネ
ジメントシステムである。清水（2004）は戦略マ
ネジメントシステムを「戦略を成功裡に遂行する
ために，中長期的観点から戦略遂行のために必要
な具体的計画を策定することであり，そのために
有用な各種のツールを組み合わせることを含んで
いる」（清水，2004，13頁）と定義し，その重要
なツールとして，BSCを挙げている（清水，
2004；2009）。
　本稿は事例研究により仮説構築の指針を得るこ
とを目的とするため，その分析対象として，具体
的なマネジメントツールである BSCを中心とし
た戦略マネジメントシステムに焦点をあてる。

２．２　 バランスト・スコアカードを中心とした
戦略マネジメントシステム

　BSCを中心とした戦略マネジメントシステム
の先行研究では，新しいMCSのフレームワーク
の２つの論点は次のように議論されている。
　第１の論点である組織の各階層におけるMCS

の設計・運用では，組織のアラインメントという
問題が検討されている。まず，BSCの作成単位
として，櫻井（2008）は「全社，事業部（ないし
SBU），職能別（部門別）組織ごとにもつのが理
想的である

３）
」（櫻井，2008，409頁）と述べている

４）
。

 1）　Ferreira and Otley（2009）は自らのフレーム
ワークをMCS概念の拡張ととらえている。ま
た，Kaplan and Norton（2008）や Simons（2005）
ではMCSについての言及は少ないが，それぞ
れの前提である Kaplan and Norton（2001）や
Simons（1995）では，自らのフレームワーク
を既存のMCS概念の拡張であると主張してい
る。本稿ではこれらのフレームワークを総称し
て，「新しいMCSのフレームワーク」と呼ん
でいる。近年におけるMCS概念の拡張につい
ては，Berry et al.（2009）や清水（2009）も参
照のこと。

 2）　Malmi and Brown（2008）でも「パッケージ
としてのMCS」の一要素として，「組織構造

（organizational structure）」を挙げている。パ
ッケージとしてのMCSの重要性については伊
藤（2010）も参照のこと。

 3）　SBUとはStrategic Business Unitの略である。
また，本稿では以下，職能別（部門別）組織の
部門のことを機能部門と表現する。

 4）　ただし，櫻井（2008）は費用効率の面ですべ
ての組織単位で BSCを作成することが効果的
でないことも指摘している。
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このうち，機能部門の BSCについて，Kaplan 

and Norton（2001）を踏まえ，機能的な卓越性を
得る効果と部分最適に陥る危険性を指摘している

５）

（櫻井，2008，410頁）。しかし，特に生産，物流，
営業などのライン部門について，機能部門の
BSCの実態は必ずしも明らかになっていない。
　また，組織のアラインメントのためには，全社
から事業部（SBUを含む），機能部門などの下位
部門，最終的には個人レベルまで BSCを適切に
カスケーディングする必要がある（Kaplan and 

Norton, 2006；2008）。適切なカスケーディングの
方法は企業ごとに異なるが（Kaplan and Norton, 

2006
６）
），一般的に，トップダウンとボトムアップ

の反復プロセス（Kaplan and Norton, 2006），組
織の垂直的な調整だけではなく水平的な調整
（Kaplan and Norton, 2008）の重要性が指摘され
ている。
　さらに，BSCを個人レベルに落とし込む際，
目標管理や方針管理，業績連動型報酬制度と結び
付ける場合もある（櫻井，2008

７）
）。たとえば，伊

藤（2007）は事業部長レベルでは BSCの戦略目
標で業績を評価し，戦略目標の方針管理を通じ，
課以下レベルの実行担当者には目標管理を実施す
るというモデルを提示している。しかし，本社か
ら事業部や最終的な個人レベルへのカスケーディ
ングと比べ，事業部から機能部門などの下位部門
へのカスケーディングの方法について，実態は必
ずしも明らかになっていない。
　第２の論点であるMCSの利用方法では，BSC

のインタラクティブな利用について検討されてい
る。BSCを含めたMCSのインタラクティブな利

用の効果については，さまざまな実証研究で検証
されている（Bisbe and Otley, 2004；Bisbe and 

Malagueño, 2009；等）。しかし，Simons（1995；
2000）のインタラクティブコントロール・システ
ムの概念は多元的であり，すべての側面をとらえ
た研究は少ないと指摘されている（Bisbe et al., 

2007
８）
）。そのため，既存の実証研究だけでは，

BSCのインタラクティブな利用の実態と効果は
必ずしも明らかになっているとは言えない。
　また，Kaplan and Norton（2008）では戦略レ
ビュー会議における BSCのインタラクティブな
利用方法を示している。しかし，戦略マネジメン
トシステムの計画段階，モニタリング段階，評価
段階，というマネジメントプロセスごとの BSC

のインタラクティブな利用について，実態は必ず
しも明らかになっていない。
　以上のことから，第１の論点について，組織の
各階層における BSCの設計・運用の実態を分析
すること，特に，生産，物流，営業などのライン
部門の実態を明らかにすることが重要である。ま
た，第２の論点について，BSCのインタラクテ
ィブな利用方法の実態，特に，計画段階，モニタ
リング段階，評価段階，というマネジメントプロ
セスごとの利用方法を分析することが重要である。
以上を踏まえて本稿を進める。

２．３　本稿の構成
　以下の本稿の構成は次のとおりである。まず，
本稿の研究方法と，研究対象とした先行事例であ
る麒麟麦酒株式会社（以下キリンビールと略称）
の概要を述べる。キリンビールでは戦略マネジメ
ントシステムとしてBSCを導入している。そこで，
本稿ではキリンビールの BSCの実態から，新し
いMCSのフレームワークの２つの論点を考察す
る。

 5）　櫻井（2008）では部分最適に陥る危険性を回
避するための取り組みとして，NTTコミュニ
ケーションズと富士ゼロックスの事例を紹介し
ている。

 6）　たとえば，伊藤（2007）は事業部以下の組織
に BSCをカスケーディングする方法を３つに
分類している。また，BSCのカスケーディング
の方法に関するより実践的な議論は，Niven
（2005；2006）を参照のこと。

 7）　BSCと方針管理の関係は乙政（2005），業績
連動型報酬制度との関係は河合・乙政（2007）
も参照のこと。

 8）　Bisbe et al.（2007）はインタラクティブコン
トロール・システムの概念を整理し，５つの特
徴があることを明らかにした。しかし，これら
のすべてを踏まえた実証研究はほとんどなく，
たとえば Bisbe and Otley（2004）の尺度は，戦
略的不確実性への集中と鼓舞するような関与
（inspirational involvement）という特徴をとら
えていない（Bisbe and Malagueño，2009）。
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　第１の論点である組織の各階層における BSC

の設計・運用について分析するため，全社，生産
部門，物流部門，営業部門の順に，キリンビール
の組織の各階層における戦略マネジメントシステ
ムを具体的に詳述する。その際，第２の論点であ
る BSCのインタラクティブな利用方法を分析す
るため，BSCの内容だけではなく，計画段階，
モニタリング段階，評価段階，というマネジメン
トプロセスに分け，BSCの利用方法，効果と課
題も明らかにする。最後に，キリンビールの戦略
マネジメントシステムの事例について考察したう
えで，新しいMCSのフレームワークの２つの論
点について仮説構築のための指針を提示する。

３．研究方法

　本稿では仮説構築の指針を得るために事例研究
という研究方法をとり，先行事例の詳細な記述を
行う
９）
（Merchant and Van der Stede, 2006；横田ほ

か，2010）。研究対象はキリンビールの戦略マネ
ジメントシステムである。
　本稿の研究対象としてキリンビールを選択した
理由は，次の２つである。まず，キリンビールの
戦略マネジメントシステムは BSCを中心として
おり
10）
，その内容とプロセスは Kaplan and Norton

（2001；2004；2006；2008）のフレームワークに
基づいている。キリンビールでは BSCを生産，
物流（Supply Chain Management；以下 SCMと
略称），営業という機能部門にまでカスケーディ
ングしており，組織の整合性を重視している。し
たがって，キリンビールの事例は第１の論点であ
る組織の各階層におけるMCSの設計・運用を考
察するために適している。
　次に，キリンビールの戦略マネジメントシステ

ムでは，BSCは必ずしも事前に設定した目標を
達成したか否かを判断するためだけではなく，戦
略の具体化や遂行状況を社内で議論するためにも
用いられている。すなわち，キリンビールは
BSCをインタラクティブに利用している。した
がって，キリンビールの事例は第２の論点である
MCSのインタラクティブな利用方法を考察する
ためにも適している。
　具体的には，キリンビールの本社企画部および
生産部門，物流部門，営業部門の企画担当者に対
し，５回にわたるインタビュー調査を行った

11）
。イ

ンタビュー方法は半構造化インタビューである。
また，記述内容の正確性や疑問点の確認のため，
複数回にわたって電子メールによる回答を受けた。

４．キリンビールのバランスト・スコア
カードの導入経緯

　キリンビールは，キリンホールディングス株式
会社（以下ホールディングスと略称）を持株会社

 9）　横田ほか（2010）は日本のフィールドスタデ
ィを採用した管理会計研究論文の文献レビュー
により，その主たる目的が先端的あるいは特異
な事例の記述にあることを明らかにした。

10）　キリンビールの BSCは戦略マップを中心と
している。本稿では以下文脈に応じ，BSCと戦
略マップという用語を使い分ける。戦略マップ
の重要性については，Kaplan and Norton（2004）
を参照のこと。

11）　インタビュー時期およびインタビュー対象者
は以下のとおりである（役職はすべてインタビ
ュー時）。
　2008年10月30日：林達雄氏（キリンビール株
式会社企画部企画担当主査），副島美智子氏（キ
リンビール株式会社企画部企画担当），大貫浩
嗣氏（キリンホールディングス株式会社経営企
画部主務）。
　2009年３月16日：林達雄氏（キリンビール株
式会社企画部企画担当主査），副島美智子氏（キ
リンビール株式会社企画部企画担当），小林信
弥氏（キリンビール株式会社 SCM本部物流部
物流企画担当主査）。
　2009年４月30日：副島美智子氏（キリンビー
ル株式会社企画部企画担当），杉山和之氏（キ
リンビール株式会社企画部企画担当主査，2009
年３月まで営業本部営業部所属）。
　2009年８月24日：杉山和之氏（キリンビール
株式会社企画部企画担当主査），小林憲明氏（キ
リンビール株式会社生産本部生産統轄部主幹）。
　2009年12月29日：阿部泰二氏（キリンビール
株式会社企画部企画担当主幹），杉山和之氏（キ
リンビール株式会社企画部企画担当主査）。
　なお，４回目のインタビューを除き，インタ
ビュー内容の録音は行っていない。
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とするキリングループの中核会社である
12）
。キリン

グループでは BSCを中心とし，グループ内では
KISMAP（Kirin Innovative & Strategic Management 

Action Program）と呼ばれる戦略マネジメントシ
ステムを実施している。
　純粋持株会社制採用以前の旧キリンビール株式
会社（以下旧キリンビールと略称）では，伝統的
に生産，物流，営業の３本部制をとっていた。事
業の多角化に伴い，事業部制，カンパニー制と組
織形態を変革しており，現在のキリンビールはそ
の事業部またはカンパニーであった。旧キリンビ
ールにおいて，BSCを中心とした戦略マネジメ
ントシステムを導入した経緯は以下のとおりであ
る
13）
。
　旧キリンビールでは伝統的には，定性・定量の
事業計画と目標管理（以下MBO－S

14）
と略称）で経

営管理をしていた。1990年代までの多角化の結果，
社内で多くの事業を運営することになり，事業の
評価を業績評価に反映させるため，全社の統一的
な指標が必要になった。そこで，2001年，キリン
ビール版の EVA®であるKVA（Kirin Value Added）
を中心とした KVA経営システムを導入した

15）
。し

かし，当時，MBO－Sと KVA経営システムには

次のような問題があった。
　MBO－Sでは現場の従業員の仕事との関係は明
確であったが，全社戦略との関係は必ずしも明確
ではなく，従業員の仕事の全社戦略への貢献を明
らかにできていなかった。KVA経営システムで
は EVAを分解したバリュードライバーが識別・
管理されていたが，投資家の観点が重視されてい
たので，実際に事業運営を行うための戦略の可視
化ができていなかった。そこで，MBO－Sと KVA

経営システムをつなげる，戦略をマネジメントす
るためのシステムが必要とされた。
　2003年，旧キリンビールの酒類営業本部ではお
客様の視点が喪失しているという認識から独自に
BSCを導入した。2004年，その成功を受け，中
期経営計画を策定する段階から，全社的な戦略マ
ネジメントシステムとして BSCが導入された。
　全社に BSCを導入した当時から，旧キリンビ
ールは生産，物流，営業というライン部門，およ
び人事や広報などの間接部門，という機能部門に
まで BSCをカスケーディングしていた。その理
由は次の２つである。第１に，自部門の機能に特
化しがちな機能部門において，お客様の視点

16）
の創

出により，お客様本位という意識を徹底すること
である。間接部門でも，議論とはなったが，お客
様を最終消費者と定義し，意識することを求めた。
第２に，評価の公平性と責任の明確化のため，各
組織単位の長の業績評価システムを全社的に統一
することである。キリンビールでは導入当時から
一貫して，BSCの業績評価と人事考課をつなげ
ている。この点も間接部門では困難を伴った。
　その後，BSCの適用範囲は拡大，利用方法も
洗練化し，純粋持株会社制採用後，キリンビール

16）　キリンビールでは BSCの導入当初，従来の
マネジメントシステムが自社独特のものになり
すぎていたという課題認識があったため，
Kaplan and Norton（2001）などに記載された
BSCのフレームワークに忠実に従うことを意図
していた。しかし，2001年の「新キリン宣言」
で「お客様本位」という創業の精神の徹底を目
指していたので，通常の BSCのフレームワー
クにおける「顧客の視点」という名称を「お客
様の視点」とした。なお，ここで言う「お客様」
とは，最終消費者のことである。

12）　2007年から，キリングループでは純粋持株会
社制を採用している。キリングループが純粋持
株会社制を採用した経緯と意義については，下
谷（2009）や妹尾・横田（2008a）を参照のこと。

13）　キリンビールにおける BSCを中心とした戦
略マネジメントシステムの導入経緯の詳細につ
いては，妹尾・横田（2008b）や挽（2004），藤
野・挽（2004）も参照のこと。

14）　キリングループでは現在，いわゆる目標管理
を「MBO－S（Management By Objectives and 
Self－control）」と呼んでいる。Self－controlの部
分に焦点があてられたのは最近の話であるが，
本稿では用語上の混乱を避けるため，すべて
「MBO－S」で統一する。

15）　EVA®は Stern Stewart社の登録商標である。
以下では®を省略する。キリンビールでは EVA
導入時に Stern Stewart社のコンサルティング
を受けたが，現在，キリングループが用いてい
る EVAは，Stern Stewart社の開発したものと
一部異なっている。この KVA経営システムの
詳細については，妹尾・横田（2008a）や挽（2004），
藤野・挽（2004）を参照のこと。



図表１　キリンビールの組織図と戦略マップの共有範囲（2008年12月末時点のライン部門）

社長

経営戦略会議

営業本部

営業本部

生産本部

醸造研究所 パッケージング研究所

技術開発部生産統轄部

工場

エンジニアリング部

テクノアカデミー

営業部 マーケティング部

メディア室商品開発研究所統括本部

支社

支店

SP室

生産本部

〈社長の戦略マップの共有範囲〉

〈物流部長の戦略マップの共有範囲〉

〈工場長の戦略マップの共有範囲〉
（注）工場長の戦略マップは全社の戦略マネジメント
　　システムに組み込まれていない

〈生産統轄部長の戦略マップの共有範囲〉

〈営業部長の戦略マップの共有範囲〉

SCM本部

SCM本部

物流部原料資材部 SCM推進部

（出所）キリンビールの内部資料をもとに一部筆者修正
17）
。
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だけではなく，キリングループ全体の戦略マネジ
メントシステムとして，BSCを中心とした KISMAP

を運営している。なお，EVAは BSCの財務の視
点の最終目標となっている。
　キリンビールの戦略マネジメントシステムは，
形骸化を避けるため，毎年仕組みを細かく変更し
ている。そこで，本稿では以下断りのない限り，
2009年の戦略マップが作成された，2008年12月末
時点の仕組みを記述する。
　図表１は2008年12月末時点におけるキリンビー
ルのライン部門の組織図と，各組織階層における
戦略マップの共有範囲を記述している。全社戦略
を記述する社長の戦略マップは，社長，生産本部

長，SCM本部長，営業本部長が共有している。
この３つの本部は生産，物流，営業という機能に
関わる各部を統括する組織である。
　以前は本部長ごとに戦略マップが作成されてい
たが，純粋持株会社制採用の前年，国内酒類カン
パニーが独立した時点で作成されなくなった。そ
の理由は次の２つである。第１に，生産，SCM，
営業の各本部長が社長の戦略マップを共有するこ
とで，各部門の連携を強化することである。第２
に，たとえば生産本部長の戦略マップは生産統轄
部長の戦略マップと類似のものになってしまうな
ど，各本部長独自の戦略マップを作成することの
意義が小さかったことである。
　キリンビールの社長の戦略マップは，下位の部
門の戦略マップにカスケーディングされる。キリ
ンビールには人事，広報などの間接部門もあるが，
本稿では生産，物流，営業というライン部門に焦

17）　図表１はキリンビールの杉山和之氏に作成い
ただいたものに筆者が一部加筆したものであ
る。
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点をあてる。図表１に示すように，キリンビール
の生産，物流，営業の各部門として，さまざまな
部が存在する。各部の長はすべて戦略マップの作
成単位となり，それに基づき，戦略マネジメント
システムが運営されている。本稿では以下断りの
ない限り，生産部門は生産統轄部と工場，物流部
門は物流部，営業部門は営業部の戦略マネジメン
トシステムに焦点をあてる。
　次章以降は，全社，生産部門，物流部門，営業
部門の順に，キリンビールの組織の各階層におけ
る戦略マネジメントシステムの具体的な内容とプ
ロセスを詳述する。

５．キリンビールの全社の戦略マネジメ
ントシステム

５．１　 キリンビールの戦略マネジメントシステ
ムの概要

　現在のキリンビールの戦略マネジメントシステ
ムの仕組みは，基本的にはホールディングスやキ
リングループ内の他の事業会社と同様である

18）
。ま

ず，ホールディングスの戦略マップから，事業会
社であるキリンビールにおける個人レベルの
MBO－Sまで，組織の整合性をとるプロセスを説
明する。
　キリングループでは，グループ全体の戦略と各
事業会社の戦略の整合性をとるため，ホールディ
ングスの戦略方針を受け，各事業会社が戦略マッ
プを作成する。キリンビールを含めた各事業会社
の戦略マップは，ホールディングスの戦略マップ
に基づいて作成されるわけではない

19）
。そのため，

各事業会社の戦略マップを作成する際の裁量の程
度は大きい。これは自社の裁量で作成すれば，そ
の戦略マップについて，事業会社の責任が明確に
なるからである。ただし，戦略方針として EVA

や営業利益などの財務目標値の要請，「顧客関係
力の強化」といったグループ共通の戦略課題の設
定，グループ共通の成果指標の存在，といった制
約はあり，グループ戦略と各事業会社の戦略の整
合性は十分にとれている。
　キリンビールの中でも，各組織単位や現場の従
業員の活動を全社戦略と整合させるため，全社戦
略を記述した社長の戦略マップを各部や工場とい
った，より下位の組織単位の長の戦略マップにカ
スケーディングしている。下位の組織単位でも戦
略マップの書式を含め，戦略マネジメントシステ
ムの仕組みは同じである。その理由は，全社のマ
ネジメントシステムの一貫した運営と全社的なコ
ミュニケーションの円滑化である

20）
。そして，最終

的には個人レベルのMBO－Sにつながる。
　次に，キリンビールにおけるキリングループ共
通の戦略マネジメントシステムの仕組みについて，
計画，モニタリング，評価というマネジメントプ
ロセスの各段階の概要を説明する。
　計画段階では戦略マップと指標・目標記入シー
トを作成する。戦略マップは「財務」，「お客様」，「プ
ロセス」，「学習と成長」という４つの視点に分け
られており，「戦略課題」と「成果指標」が記載
される。また，戦略課題間の因果関係を見やすく
するため，戦略課題はいくつかの「戦略の幹」で
まとめられる

21）
。

　インタビューによると，戦略課題を戦略の幹で
まとめることの効果は次の３点である。第１に，

18）　本稿はキリンビールにおける具体的な戦略マ
ネジメントシステムの内容とプロセスに焦点を
あてるため，キリングループ共通の仕組みにつ
いては最小限の説明のみ行う。その詳細は妹尾・
横田（2009）を参照のこと。妹尾・横田（2009）
ではホールディングスの経営企画部に対する３
回のインタビューに基づき，キリングループに
おける戦略マネジメントシステムの全体像を明
らかにしている。

19）　ホールディングスの戦略マップの作成には，
各事業会社の社長は基本的に関与しない。ホー
ルディングスの戦略マップは，グループ戦略を
記述するものとして，演繹的に作成され，抽象

的なものになっている。
20）　キリンビール全体で戦略マップを共有するた
めの仕組みとして，本社の社員はイントラネッ
ト上で社長，生産，物流，営業の各部門の戦略
マップと指標・目標記入シートをすべて閲覧で
きる。

21）　通常の BSCの文脈では（Kaplan and Norton, 
2001；2004；2006；2008），戦略の幹は戦略テ
ーマ（strategic themes），戦略課題は戦略目標
（strategic objectives），成果指標は業績指標
（performance measures）に対応する。
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指標・目標記入シートに記載される，目標水準達
成のための個別課題，成果指標，戦略課題，最後
に戦略の幹とつなげることにより，小さな視点か
ら大きな視点まで，視点を変えながら戦略やそれ
を実現する課題を考察できる。さらに，個別課題
は個人のMBO－Sに落とし込まれるため，現場の
従業員の業務が最終的に戦略のどの部分につなが
るかが明確になる。第２に，各戦略課題について，
最終的にお客様の価値に結び付き，その結果財務
にまで影響を及ぼす道筋が一目で分かる。第３に，
戦略課題間の因果関係が明確になり，複数の戦略
のシナリオとして理解できるようになる。
　指標・目標記入シートは，成果指標の目標水準
を設定するため，成果指標１つにつき１枚作成さ
れる。戦略課題，成果指標，目標水準は原則とし
て年度内では変更しない

22）
。なお，評価段階で用い

られる業績評価表もこの段階で作成される。
　モニタリング段階として，四半期に１回KISMAP

モニタリング会議が実施される
23）
。この段階では，

戦略マップ信号版とモニタリングレポートという
マネジメントツールが利用される。戦略マップ信
号版は，各戦略課題の成果指標の目標達成状況に
ついて，戦略課題の色を分け

24）
，即時に把握できる

ようにするものである。モニタリングレポートに
は成果指標ごとに，個別課題の遂行計画の進捗状
況，当該四半期活動の評価，および次四半期に向
けての課題・対策が記載される。
　評価段階では，KPI（Key Performance Indicator）
とその得点化のルールを記載した業績評価表によ
り，組織業績を評価する。KPIは計画段階で成果
指標から選択される。財務の視点の EVA

25）
，お客

様の視点の自社の「ブランドイメージ評価」は，
グループ共通の成果指標であり，必ず KPIとなる。
この業績評価表による組織評価は，上位階層の
人々の年度末の人事考課につながる。一方，下位
階層の人々の業績評価はMBO－Sに基づいている。
　インタビューによると，業績評価表とMBO－S

の違いは次のとおりである。業績評価表の場合，
第１に，BSCの４つの視点が入ってくる。第２に，
EVA，CSR，ブランドイメージ評価など，全社共
通の指標を含めなければならない。第３に，フレ
ームワークが定まっている。キリンビールの場合
は，ホールディングス経営企画部が作成したガイ
ドラインに従って，キリンビール企画部が作成し
ている。一方，MBO－Sの場合，BSCの４つの視
点は必ずしも入ってこない。所属する組織単位の
目標と自分の行動を考慮して，複数の目標を設定
することになる。
　なお，経営職（管理職）でMBO－Sの対象にな
っている人の場合，BSCに近いMBO－Sのフレ
ームワークに従うことがある。このフレームワー
クの特徴は，第１に，戦略の視点として，単年度
ではなく複数年度にまたがる目標を設定する。第
２に，オペレーションに関する単年度の目標を複
数設定する。第３に，学習と成長に関する目標を
設定する。
　後述するように，キリンビールの人事考課は，
業績評価表やMBO－S以外に，経営理念である
KIRIN WAYの発揮度も考慮する。
　MBO－Sでは１月に目標を設定し，半期に一度
上司と面接を行い，必ず目標の見直し，進捗度の
モニタリングを行う。このモニタリングは KIRIN 

WAYの発揮度についても実施する。
　図表２はキリンビールの全社戦略を記述した社
長の戦略マップの概念図である。図表２に示すよ
うに，現在のキリンビールの戦略の幹は，顧客関
係力・技術力の強化，CSRの向上，生産性・コ
スト競争力向上，組織風土の改革，の４つである。
戦略の幹は社長の戦略マップと各部の戦略マップ
の整合性を高めるため，社内のすべての戦略マッ
プで共通である。また，社内のすべての戦略マッ

22）　例外的に，目標水準については，目標設定会
議やモニタリング会議といった公式の場におい
て，正当な理由があれば変更する場合もある。

23）　第４四半期の会議は次年度の計画のためのも
のなので，モニタリングのための会議は年３回
実施される。

24）　たとえば，遂行課題が予定どおり進捗し，成
果指標の年間目標を達成できる見込みの戦略課
題は青色，成果指標の年間目標の達成が危ぶま
れる戦略課題は赤色で表現される。

25）　ただし，役職によって対象となる EVAの内
容が異なる。たとえば，キリンビールの社長は
グループ全体の連結 EVAが，生産，SCM，営

業の各本部長はキリンビール単体の EVAが評
価対象になる。



（出所）キリンビールの内部資料をもとに一部筆者修正。

図表２　キリンビールの社長の戦略マップの概念図（全社戦略を記述）

［財務2］
アルコール市場全体，及びビ・発・新市場

全体の各 に々おいて首位を獲得し，国内酒類
事業の規模拡大が図られている

［財務1］
酒類事業が基幹事業として確固たる
収益基盤を築き，グループの成長実現に

貢献している

誰よりもお客様の近くに。そして，もっと豊かなひとときを。
～お客様好意度No. 1の会社として事業規模の拡大・収益の向上が実現できている～

～中長期経営構想の実現に向けて～
全てのバリューチェーンにわたるセグメンテーション・マーケティング実践力の高度化による，キリンブランドの価値向上

［財務3］

［お客様2］

〈生産性・コスト競争力向上〉〈生産性・コスト競争力向上〉〈顧客関係力・技術力の強化〉

〈組織風土の改革〉

〈CSRの向上〉

［プロセス4］

［プロセス３］
中長期的な商品開発の方向性に

基づいた明確な研究開発領域の中で，
キリングループ間の連携強化を通じて
技術ストックの拡充と「見える化」が進み，

商品開発力が強化されている

［プロセス２］
「地球環境」と「健康」を切り口

としたCSRをお客様視点で実践し，商品
やコミュニケーションに具現化することで，

お客様に「価値」として
提供されている

［プロセス1］

［学習成長2］
［学習成長1］

［学習成長３］
キリングループ全体の戦略的な

人材交流，ならびに卓越した専門性の
発揮（COE機能）を通じて，戦略実現
に資する人材の育成，組織としての

ノウハウ・スキルの移転・
強化が進んでいる

［プロセス5］

［プロセス6］

［プロセス7］

［お客様3］

［お客様1］
豊かなひとときを提供している，

最も身近で信頼できるメーカーとして
お客様から評価されている

財
務
の
視
点

お
客
様
の
視
点

プ
ロ
セ
ス
の
視
点

学
習
と
成
長
の
視
点
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プにおいて，戦略課題の数が20個程度になること
を目指している

26）
。

　戦略課題の担当主体が，複数の部門にまたがる
こともある。図表２には示していないが，社長の
戦略マップの中で生産，物流，営業の各部門の連
携を促している。たとえば，TCR（Total Cost 

Reform）会議という各部門の現場同士が集まる
会議を毎月開催し，部門間の連携をとっている。
各部門の具体的な連携方法は後述する。
　以上がキリンビール全体の戦略マネジメントシ
ステムの概要である。次は全社の戦略マネジメン
トシステムの具体的なマネジメントプロセス，効
果と課題を記述する。ただし，全社の戦略マネジ
メントシステムは，各ライン部門の戦略マネジメ
ントシステムと大きく関連しているので，本節の
以下は一部ライン部門に関する記述も含んでいる。

26）　過去には戦略課題の数が30から40になる戦略
マップがあり，数が多すぎるという問題があっ
た。



質
納期 期待以下 期待通り

合意した期間内 3点 5点
合意した期間外 0点 3点

質
手続 期待以下 期待通り

おおむね遵守 3点 5点
遵守されていない 0点 3点

図表3　取り組み実行度の評価の例

（出所）インタビュー内容に基づき筆者作成。
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５．２　 全社の戦略マネジメントシステムの計画
段階

　社長の戦略マップは，ホールディングスの戦略
方針を受け，８月に企画部が起案し，年末の目標
設定会議で完成する。８月の起案時点の戦略マッ
プでは成果指標はなく，戦略課題も抽象的なもの
である。
　社長の戦略マップは各本部長が統括する各部の
戦略マップにカスケーディングされる。まず，各
本部長は，起案時点の社長の戦略マップを受け，
それぞれが統括する各部の戦略マップの作成に関
与する。キリンビールのライン部門には，生産統
轄部，物流部，営業部といったさまざまな部があ
り，工場などより下位の組織単位もある。部レベ
ルでは必ず戦略マップが作成されるが，より下位
の組織単位では戦略マップを作成する場合と作成
しない場合があり，その詳細は後述する。
　戦略課題や成果指標，目標水準の設定において，
本社企画部とラインの各部は頻繁にコミュニケー
ションをとる。具体的には，社長の戦略マップか
ら戦略課題を受け渡し，各部の戦略マップを作成
し，完成したものを本社企画部が確認する。以前
は社長の戦略マップの戦略課題をどの部が担当す
るかについても本社主導で決定しており，戦略課
題の設定に関する各部の裁量の程度は小さかった。
現在は，各部で戦略マップに対する意識が浸透し
てきたので，社長の戦略マップの戦略課題に基づ
き，各部である程度自由に戦略課題を設定してい
る。
　このようにカスケーディングのプロセスでは課
題の設定，すり合わせ，説明，問題の識別のため，
本社企画部とラインの各部との頻繁なコミュニケ
ーションが必要であり，多くの手間と時間がかか
る。この際に重要なことは，各部の戦略課題・成
果指標間の因果関係の妥当性を確保することであ
る。因果関係の妥当性の判断で基本的には統計分

析は用いておらず
27）
，論理が成立するか否かを考察

している。
　因果関係の妥当性を判断する際，現場の従業員
の意見を聞くことを重視している。戦略マップに
おける上下の戦略課題・成果指標は目的と手段の
関係になっている。そのため，上位の戦略課題・
成果指標を達成するために，どのような戦略課題・
成果指標を手段とすれば妥当な因果関係になるか
を分析する。このような目的と手段の関係は現場
の従業員が最も理解しているので，その意見を聞
くことが重要になる。
　カスケーディングのツールの１つとして，「受
け渡し課題表」というものがある。これは社長の
戦略マップの戦略課題を各部の戦略マップに落と
し込む際，各部が主に担当するものは◎，一部担
当するものは△というように表し，カスケーディ
ングを円滑にするためのツールである。とはいえ，
戦略課題は抽象的なものなので，成果指標を受け
渡すことも多い。
　成果指標は原則としてすべて定量化することを
目指している。しかし，定量化が困難な場合，「取
り組み実行度」という形式で，定性的なものを定
量化することがある。これは図表３のように，あ
る行動や活動を質と納期，質と手続という基準で
評価する方法である。
　たとえば，組織能力の向上に関する戦略課題に
ついて，成果指標を定量化することは困難なので，
質と納期を達成するためのスケジュールが予定ど
おりに進んでいるか，その体制が適切に構築され
ているかを評価する。また，個人のスキルやモチ
ベーションの向上に関する戦略課題については，

27）　正確には，プロセスや学習と成長の視点の成
果指標では，因果関係の統計分析を実施してい
ないが，お客様の視点の一部の成果指標では財
務指標との相関関係を分析している。
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質と手続で研修制度の整備具合を評価する。
　各部の戦略マップの作成と並行し，全社的な整
合性を確保できるように，戦略課題や成果指標を
具体的に設定した社長の戦略マップを作成する。
そして，最終的に目標水準を設定し，社長の戦略
マップが完成するのが年末の目標設定会議である。
　この目標設定会議では，社長の戦略マップの戦
略課題，成果指標，目標水準および各本部長の指
標・目標記入シートの遂行計画などをすべて議論
する。また，意思決定権限もこの会議にある。会
議では社長と生産，SCM，営業の各本部長とが，
基本的には１対１で議論を行う

28）
。会議の結果を受

け，社長，各本部長の指標・目標記入シートも完
成する。

５．３　 全社の戦略マネジメントシステムのモニ
タリング段階

　全社の KISMAPモニタリング会議は，目標設
定会議と同じように，基本的には社長と本部長の
１対１で議論を行う。前述のように，計画段階で
設定した戦略課題，成果指標，目標水準は原則と
して変更しない。ただし，指標・目標記入シート
に記載された遂行計画は変更することも多い。
KISMAPモニタリング会議では，目標水準の達
成方法についてコミュニケーションをとることを
重視している。その際，より適切な遂行計画が明
らかになれば計画は変更される。
　戦略マップ信号版やモニタリングレポートは，
出席者のコミュニケーションツールとして重要で
ある。特に，戦略マップ信号版を用いれば，ある
部門の戦略の遂行状況を即時に理解することがで
きる。
　この２つのツールは明示化されているので，モ
ニタリング会議における議論を活発化させる。モ
ニタリング会議では，他部門の戦略の遂行状況や
今後の遂行計画について意見交換し，議論を深め

ることをねらいとしている。この会議における議
事録は遂行計画の改善のために重要であり，会議
の出席者全員に開示されている。

５．４　 全社の戦略マネジメントシステムの評価
段階

　前述のように，キリンビールの社長の戦略マッ
プは社長，生産，SCM，営業の各本部長で共有
している。社長の戦略マップに基づき，社長と各
本部長の業績評価表が作成される。業績評価表に
ついて，財務とお客様の視点の KPIは社長を含
め全員共通であり，その部分の配点は６割（財務
４割，お客様２割）である。一方，プロセスや学
習と成長の視点の KPIは各本部長がある程度自
由に設定でき，その部分の配点は４割である

29）
。

　各本部長の場合と同様に，ライン部門の各部の
KPIの設定は，財務とお客様の視点と比べ，プロ
セスや学習と成長の視点の裁量の程度が大きい。
これはライン部門では全社で連帯責任と認識され
る財務やお客様の視点の KPIを向上させるため，
自部門の機能の中で，どのようにプロセスや学習
と成長の視点の KPIを設定するかという点が重
視されるからである。各部門の成果指標の特徴は
後述する。
　キリンビールの社長の業績評価は，年初に設定
したルールに従い，業績評価表に基づき自己評価
する。キリンビールの各本部長，部長も同様であ
る。業績評価表は部長より下位の組織階層でも作
成される場合があり，業績評価表の作成単位は，
戦略マップの作成単位よりも細かい。業績評価表
には年度の業績について，自身のまとめと上位組
織長のマネジメントコメントが文書で記載される。
業績評価表は最終的に人事部に送付され，人事考

28）　正確には，社長と生産本部長，SCM本部長
との議論には，営業本部長兼代表取締役副社長
も参加するので，２対１の議論となる。なお，
2008年より前は目標設定会議と後述のモニタリ
ング会議とも，社長，生産，SCM，営業の各
本部長の全員が同時に議論をしていた。

29）　学習と成長の視点の成果指標にも全社共通の
ものは多い。たとえば，KIRIN WAYに基づき
作成された「酒類事業の誓い」の仕事の中での
達成度について，年１回全社員に対しアンケー
ト調査を実施する。この調査結果は各部門の責
任者に提出され，全社の結果，生産，物流，営
業という部門ごとの結果は，社長，本社企画部，
各本部長，および各部の部長レベルまで共有し
ている。また，各部の調査結果は本部長と部長
の業績評価表の KPIになる。
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課につながる。
　前述のように，業績評価表対象者の人事考課で
は業績評価表だけではなく，キリンビールの経営
理念である KIRIN WAYの発揮度も考慮する

30）
。こ

れはコンピテンシー評価であり，上司，自分，同
僚による270度評価である。組織階層が上位にな
ればなるほど，業績評価表のウェイトが高まる。
たとえば，本部長レベルでは業績評価表と KIRIN 

WAYの発揮度の評価は４対１のウェイトであり，
賞与の額はほぼ100％業績評価表で決定し，基本
給や昇給などにも大きく影響する。一方，部長レ
ベルでは１対１のウェイトである。
　MBO－S対象者の人事考課もMBO－Sの結果だ
けではなく，KIRIN WAYの発揮度も考慮する。
通常，両者のウェイトは１対１である。ただし，
新入社員の場合，KIRIN WAYの発揮度の方がウ
ェイトは高く，年次が上がるにつれてMBO－Sの
ウェイトが高まる傾向もある。

５．５　 全社の戦略マネジメントシステムの効果
と課題

　全社の戦略マネジメントシステムの効果は，以
下の２つである。
　第１に，当初は社長から現場の従業員まで，組
織のすべての階層について，戦略課題，成果指標，
目標水準の設定により，自分の職務範囲を明確化
し，その戦略とのつながりを可視化する効果を想
定していた。実際，戦略マップの対象者である各
部の部長レベルまでは大きな効果があり，全社戦
略と自分の活動の関連が明確になっている。しか
し，現場の従業員など，下位の組織階層では，こ
の効果はそれほど大きくはない。
　現場の従業員が自分の活動と戦略の関連を理解
するためには，それを説明できるリーダーが必要
である。通常，現場の従業員レベルでは，自分の
活動と戦略の関連性は低い。また，日々の業務に
忙殺されることが多いので，全社戦略まで考慮す
ることは難しい。そのため，自分が所属する組織

単位の戦略マップしか意識しない人が多く，その
戦略マップにも関心がない人もいる。したがって，
現場の従業員が自分の所属する組織単位の戦略マ
ップしか意識していないとすれば，リーダーが社
長の戦略マップとその組織単位の戦略マップとの
関連，さらにその戦略マップと彼らの職務や
MBO－Sとの関連を説明する必要がある。このよ
うな説明ができるリーダーの育成も目的の１つと
して，キリンビールでは新任経営職（管理職）研
修で KISMAPの研修を課している。
　第２に，業績評価表と人事考課をつなげること
により，評価基準・プロセスが明確になり，評価
の納得感が高まるという効果である。評価基準・
プロセスが可視化されることで，他人と自分の評
価を比較して不満を感じる可能性も考えられるが，
キリンビールではそのような問題はほとんど生じ
ていない。インタビューでは，その理由について，
そのような問題を生じさせない組織文化と，EVA

以外の KPIはモニタリング段階の議論で評価基
準への納得感が高まっていることが指摘された。
　むしろ，KIRIN WAYの発揮度の評価によって，
評価の恣意性が高まる可能性を示唆する意見もあ
った。なぜなら，KIRIN WAYの発揮度の評価は，
上司と自分の評価のみならず，同僚の評価も加わ
るからである。ただし，どの同僚が評価したかは
分からない仕組みになっている。
　全社の戦略マネジメントシステムの課題は，以
下の３つである。
　第１に，戦略マネジメントシステムの運営には，
前述のとおり，特に計画段階において，コミュニ
ケーションに多くの手間と時間がかかる。このコ
ミュニケーションで運営の形骸化が避けられてい
るが，費用効率を慎重に考慮する必要性が認識さ
れている。後述するように，営業部門では費用効
率を考慮し， BSC導入当初は作成していた支社の
戦略マップを現在は作成していない。
　第２に，KPIの評価が人事考課につながるため，
KPIやその目標水準の妥当性が低い場合でも，組
織として KPIの値ばかり重視してしまう可能性
もあった。そのような問題を避けるため，目標設
定会議で合理的ではない成果指標や低い目標水準
が設定された場合，必ずその妥当性を明らかにし
ている。また，新製品開発における売上高の目標

30）　KIRIN WAYの発揮度は，KIRIN WAYの３C
（Challenge，Commitment，Collaboration） に
関する約40個の項目について，１から５段階で
評価される。
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などは目標水準の操作が比較的容易だが，このよ
うな大きな意思決定は，目標設定会議だけではな
く，経営戦略会議でも妥当性が評価されており，
二重のチェックがなされている。
　第３に，本稿ではライン部門に焦点をあててい
るが，間接部門の方が取り組み実行度などの定性
的な指標が多くなりがちなので，点数が高くなり
やすいという指摘もあった。とはいえ，ライン部
門との間で調整はなされているし，ライン部門も
含め機能の異なる部門は競争の対象ではないので，
生産ならば生産という機能部門の中で評価するこ
とが通常である。昇格についても機能別に実施さ
れることが多い。したがって，この課題は全く問
題とはならないという意見もあった。
　以上がキリンビールの全社の戦略マネジメント
システムの説明である。次号の第６章以降では生
産部門，物流部門，営業部門というライン部門ご
との各戦略マネジメントシステムについて述べる。
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